
[8  女性の活用状況]

大卒標準労働者の男女間格差

総合平均では「変わらない」「比較できない」との回答が多い。

■大卒標準労働者の男女間格差

総合平均 ［409社]

【業種別】 建設業 ［68社]

製造業 ［33社]

運輸・通信業 ［19社]

卸・小売・飲食業 ［119社]

金融・保険業 ［9社]

不動産業 ［6社]

その他 ［155社]

【規模別】 30人未満 ［315社]

30人～49人 ［35社]

50人～99人 ［31社]

100人以上 ［26社]

※比率はアンケート回収事業所に占める割合

※［　　］内の数値はH26調査アンケート回収事業所数

■入社してから、男女間格差が出始める年数

総合平均 ［32社]

【業種別】 建設業 ［3社]

製造業 ［3社]

運輸・通信業 ［0社]

卸・小売・飲食業 ［14社]

金融・保険業 ［0社]

不動産業 ［0社]

その他 ［12社]

【規模別】 30人未満 ［26社]

30人～49人 ［3社]

50人～99人 ［0社]

100人以上 ［3社]

※比率は男女間で差がある事業所に占める割合

※［　　］内の数値は男女間で差がある事業所数

男性の方が早い

7.3%

4.4%

9.1%

11.8%

6.5%

7.6%

8.6%

11.5%

女性の方が早い

0.5%

1.3%

0.6%

変わらない

33.0%

16.2%

18.2%

26.3%

37.8%

77.8%

16.7%

38.7%

30.5%

28.6%

48.4%

50.0%

未把握

4.4%

7.4%

6.7%

3.2%

4.4%

5.7%

3.8%

比較できない

41.6%

57.4%

45.5%

42.1%

36.1%

83.3%

38.7%

42.9%

48.6%

29.0%

34.6%

無回答

13.2%

14.7%

27.3%

31.6%

7.6%

22.2%

11.6%

14.0%

8.6%

22.6%

５年目まで

46.9%

33.3%

33.3%

42.9%

58.3%

50.0%

33.3%

33.3%

6～10年目

18.8%

28.6%

16.7%

7.7%

66.7%

66.7%

11～15年目 16～20年目

3.1%

8.3%

3.8%

管理職昇進時

12.5%

33.3%

14.3%

8.3%

15.4%

その他

9.4%

33.3%

33.3%

7.1%

11.5%

分からない

3.1%

8.3%

3.8%

無回答

6.3%

33.3%

7.1%

7.7%

「変わらない」を業種別にみると、「卸・小売・飲食業」（37.8％）、「その他（サービス業）」（38.7％）で比

較的多い。規模別では「100人以上」の事業所（50.0％）で多い。格差が出始める時期は「入社5年目

まで」が46.9％で最も多い。
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[8  女性の活用状況]

女性の活用に当たっての課題

「家庭での責任を考慮」が39.9％で最も多い。

女
性
の
勤
務
年
数
が

平
均
的
に
短
い

家
庭
で
の
責
任
を

考
慮
す
る
必
要
が
あ
る

一
般
的
に
女
性
は

職
業
意
識
が
低
い

顧
客
や
取
引
先
を
含
め

社
会
の
理
解
が
不
十
分

上
司
や
同
僚
の
男
性
の

認
識

、
理
解
が
不
十
分

時
間
外
労
働

、
深
夜
業
を

さ
せ
に
く
い

女
性
の
た
め
の
就
業
環
境
の

整
備
に
コ
ス
ト
が
か
か
る

重
量
物
の
取
扱
い
や

危
険
業
務
等
法
制
上
の
制
約

女
性
の
活
用
方
法
が

分
か
ら
な
い

そ
の
他

特
に
な
し

総合平均 ［409社]

【業種別】 建設業 ［68社]

製造業 ［33社]

運輸・通信業 ［19社]

卸・小売・飲食業 ［119社]

金融・保険業 ［9社]

不動産業 ［6社]

その他 ［155社]

【規模別】 30人未満 ［315社]

30人～49人 ［35社]

50人～99人 ［31社]

100人以上 ［26社]

※比率はアンケート回収事業所に占める割合

※［　　］内の数値はH26調査アンケート回収事業所数

17.1%

39.9%

7.1% 3.7% 5.1%

23.2%

2.7%
7.6% 1.5% 1.5%

29.8%

10.3%

29.4%

7.4% 2.9% 4.4%

26.5%

2.9%
10.3%

1.5% 1.5%

33.8%

6.1%

42.4%

3.0% 3.0% 3.0%

39.4%
24.2%

3.0%

21.2%

15.8%

47.4%

15.8%
5.3% 5.3%

26.3%

21.8%

44.5%

10.9% 5.0% 7.6%

26.9%

2.5%
6.7% 2.5% 1.7%

25.2%

11.1%

44.4%

11.1%

44.4%

16.7%

33.3% 33.3%

16.7%

33.3%

19.4%

39.4%

5.2% 3.9% 4.5%
18.1%

3.9% 4.5% 0.6% 1.3%

32.9%

14.3%

38.1%

7.3% 2.9% 5.1%

22.9%

2.9%
7.0% 1.3% 1.0%

31.4%

17.1%

40.0%

2.9% 2.9%

22.9%

2.9%
11.4% 5.7% 5.7%

31.4%

22.6%

51.6%

9.7% 9.7% 9.7%
22.6%

3.2%
12.9%

3.2%

19.4%

42.3% 42.3%

7.7% 7.7% 3.8%

30.8%

3.8%

23.1%

「家庭での責任を考慮する必要がある」については、業種、規模を問わず回答率が高い。また「時

間外労働、深夜業をさせにくい」についても業種、規模を問わず2割前後またはそれ以上の回答

率がみられる。
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[8  女性の活用状況]

教育研修参加延べ人数

合計で、管理職2,890人、一般1,313人となっている。

■男　　性（人） ■女　　性（人） ■合　計（人）

【業種別】

【規模別】

※数値は全回答（数値回答）の合計値

結婚、出産等による退職者への再雇用制度

再雇用制があるのは全体の18.1％。

総合平均 ［409社]

【業種別】 建設業 ［68社]

製造業 ［33社]

運輸・通信業 ［19社]

卸・小売・飲食業 ［119社]

金融・保険業 ［9社]

不動産業 ［6社]

その他 ［155社]

【規模別】 30人未満 ［315社]

30人～49人 ［35社]

50人～99人 ［31社]

100人以上 ［26社]

※比率はアンケート回収事業所に占める割合

※［　　］内の数値はH26調査アンケート回収事業所数

100人以上

合計

建設

製造

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産

その他

30人未満

30～49人

50～99人

847 240 2,043 

526 

707 

922 

513 

1,073 

143 

517 

607 

361 

2,890 

673 

617 

1,051 

1,394 

634 

751 

1,313 

267 

363 

604 

682 

52 

490 

ある

18.1%

10.3%

15.2%

5.3%

17.6%

44.4%

23.2%

19.4%

11.4%

9.7%

19.2%

ない

52.1%

57.4%

57.6%

57.9%

52.1%

33.3%

83.3%

47.7%

50.2%

54.3%

61.3%

61.5%

検討中

24.2%

26.5%

21.2%

31.6%

26.1%

22.2%

16.7%

21.9%

23.8%

34.3%

25.8%

15.4%

無回答

5.6%

5.9%

6.1%

5.3%

4.2%

7.1%

6.7%

3.2%

3.8%

106/3

147/124

26/2

191/21

12/3

21/0

344/87

472/75

84/27

53/9

238/129

334/24

34/16

426/342

6/15

10/16

550/25

58/80

440/27

60/18

18/18

31/16

111/89

参加延べ人数が多いのは業種別では「その他（サービス業）」、規模別では「30人未満」の事業所

となっている。

業種、規模を問わず、全般的に2割に満たない導入率である。

2,890 673 617 1,051 1,394 634 751 1,313 267 363 604 682 52 490 管理職 一般一般
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[8  女性の活用状況]

再雇用制度利用人数

利用人数は、合計で19人。

■男　　性（人） ■女　　性（人） ■合　計（人）

合計

【業種別】 建設

製造

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産

その他

【規模別】 30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

※「臨時」で再雇用制度利用者は０だったためグラフから割愛

※数値は全回答（数値回答）の合計値

4 

4 

3 

3 

11 

9 

5 

5 

3 

3 

11 

9 

1/0/0

1/0/0

1/0/0

2/0/2

0/3/0

2/0/9

0/0/2

3/0/2

0/3/0

2/0/9

0/0/2

男性利用者はほとんどない。女性利用者は業種別では「その他（サービス業）」でやや多い。規模別

では「30人未満」の事業所での利用人数が多くなっている。

5 5 3 3 11 9 正規職員・従業員 正規以外 パートタイマーパートタイマー
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[8  女性の活用状況]

セクシャルハラスメント防止の周知

実施率は総合平均で65.3％。

総合平均 ［409社]

【業種別】 建設業 ［68社]

製造業 ［33社]

運輸・通信業 ［19社]

卸・小売・飲食業 ［119社]

金融・保険業 ［9社]

不動産業 ［6社]

その他 ［155社]

【規模別】 30人未満 ［315社]

30人～49人 ［35社]

50人～99人 ［31社]

100人以上 ［26社]

※比率はアンケート回収事業所に占める割合　　※［　　］内の数値はH26調査アンケート回収事業所数

セクシャルハラスメントに関する相談員の設置

総合平均で非設置事業所が全体の75.6％。平均利用人数は14.0人。

いる（男性相談員） いる（女性相談員） いない ■利用人数（平均）

総合平均 ［409社] 14.0人

【業種別】 建設業 ［68社] 0.0人

製造業 ［33社] 0.0人

運輸・通信業 ［19社] 0.0人

卸・小売・飲食業 ［119社] 3.0人

金融・保険業 ［9社] 0.0人

不動産業 ［6社] 0.0人

その他 ［155社] 11.0人

【規模別】 30人未満 ［315社] 1.0人

30人～49人 ［35社] 0.0人

50人～99人 ［31社] 0.0人

100人以上 ［26社] 13.0人

※比率はアンケート回収事業所に占める割合　　※［　　］内の数値はH26調査アンケート回収事業所数

13.5% 12.9% 71.6%

33.3%
66.7%

22.2% 11.1% 77.8%

21.0% 13.4% 74.8%

5.3% 10.5% 89.5%

15.2% 24.2%
69.7%

10.2% 9.8% 80.3%

7.4% 7.4% 85.3%

17.1% 14.3%
74.3%

いる

65.3%

50.0%

60.6%

47.4%

73.1%

77.8%

83.3%

67.7%

60.3%

77.1%

71.0%

100.0%

いない

30.3%

44.1%

30.3%

52.6%

25.2%

22.2%

16.7%

26.5%

34.6%

20.0%

25.8%

無回答

4.4%

5.9%

9.1%

1.7%

5.8%

5.1%

2.9%

3.2%

14.4% 13.2% 75.6%

16.1% 25.8%
67.7%

57.7% 38.5% 30.8%

「100人以上」の大規模事業所での実施率が高い。

「100人以上」の大規模事業所以外は、相談員の設置は、まだ少ない。
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[8  女性の活用状況]

ポジティブアクションへの取組の状況

前回調査比で、取組実施率は全般的に低くなっている。

推
進
計
画
作
成

女
性
採
用
拡
大

職
域
へ
の
女
性
配
置

拡
大

男
性
同
様
の
教
育
訓

練
な
ど

施
設
整
備

女
性
管
理
職
の
増
加

勤
続
年
数
の
伸
長

セ
ク
ハ
ラ
防
止
の

啓
発

相
談
窓
口
の
設
置

総合平均

［409社]

【業種別】 建設業

［68社]

製造業

［33社]

運輸・通信業

［19社]

卸・小売・
飲食業

［119社]

金融・保険業

［9社]

不動産業

［6社]

その他

［155社]

【規模別】 30人未満

［315社]

30人～49人

［35社]

50人～99人

［31社]

100人以上

［26社]

※比率はアンケート回収事業所に占める割合

※［　　］内の数値はH26調査アンケート回収事業所数

10.5% 5.3%

36.8%
50.0%

15.8%
26.3% 23.7%

7.9%6.1% 3.0%
15.2%

24.2%
6.1% 12.1% 12.1% 9.1%

12.2% 4.1%

28.6% 30.6%
8.2%

24.5% 20.4%11.8% 4.4% 10.3% 19.1%
8.8% 13.2% 5.9% 7.4%

0.8%
19.9%

4.5%

37.3% 39.5%

15.7%
24.4% 17.1% 9.0%1.2%

14.9%
4.2%

20.3% 20.8%
11.2% 17.1% 13.4% 8.1%

25.0%
6.3%

25.0% 25.0%
12.5% 18.8%

6.3%
15.8%

5.3% 10.5% 10.5% 10.5% 5.3%

0.9%
21.5%

6.5%

35.5%
46.7%

19.6% 26.2%
16.8% 13.1%14.3%

5.9%
21.0% 24.4%

13.4% 21.0%
10.9% 7.6%

20.0% 20.0%

80.0%

40.0% 40.0%
20.0%

40.0%
20.0%

11.1%

33.3%

55.6%

22.2%

44.4%

11.1%

66.7%

22.2%

25.0%

100.0%

25.0% 25.0% 25.0%16.7% 16.7% 16.7% 16.7%

1.4%

23.9%
2.2%

42.0% 34.1%
14.5% 23.2% 15.2% 9.4%2.6%

17.4%
3.2%

25.8% 19.4% 11.6% 18.1% 16.8% 8.4%

0.4%
16.2%

2.1%

31.1% 32.0%
12.9% 19.9%

10.8% 4.1%1.0%
12.7%

4.1%
17.1% 18.1%

7.9%
17.5% 9.8% 7.0%

16.4%
3.6%

38.2%
47.3%

20.0%
30.9% 25.5%

16.4%
2.9%

20.0%
2.9%

31.4%
42.9%

25.7% 20.0% 28.6%
8.6%

2.9%

37.1%

11.4%

57.1% 54.3%

20.0%
37.1%

25.7%
17.1%

3.2%
16.1%

3.2%
22.6% 16.1% 16.1% 22.6%

9.7% 9.7%

3.8%

30.8%
19.2%

61.5%
73.1%

23.1%
34.6%

46.2%
26.9%34.6%

7.7%

42.3%
30.8% 26.9%

3.8%

42.3%
19.2%

「男性同様の教育訓練」「施設整備」などは、前回調査比で10ポイント以上と大きく減少している。

H23 H26H26
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[8  女性の活用状況]

男女別係長相当職の人数

総合平均で男性4.1人、女性2.0人。

【平均人数】 【実人数】

【業種別】

【規模別】

※数値は全回答（数値回答）の合計値および平均値

50～99人

100人以上

その他

30人未満

30～49人

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

建設業

製造業

運輸・通信業

■男性（人） ■女性（人） ■男性（人） ■女性（人）

総合平均／合計

女性の係長相当職の人数をみると、業種別では「卸・小売・飲食業」で6.5人、「その他（サービス

業）」で6.5人などが多い。

規模別では、「100人以上」の事業所で5.0人と多くなっている。

4.1 

4.1 

2.3 

0.4 

6.8 

0.3 

9.1 

2.1 

3.8 

4.9 

16.6 

2.0 

1.5 

2.0 

0.6 

6.5 

1.2 

0.2 

6.5 

1.3 

1.8 

2.0 

5.0 

690 

123 

68 

11 

205 

8 

1 

274 

237 

92 

78 

283 

185 

15 

20 

6 

65 

12 

2 

65 

75 

21 

24 

65 
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[8  女性の活用状況]

男女別課長相当職の人数

総合平均で男性3.6人、女性1.5人。

【平均人数】 【実人数】

【業種別】

【規模別】

※数値は全回答（数値回答）の合計値および平均値

50～99人

100人以上

その他

30人未満

30～49人

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

建設業

製造業

運輸・通信業

■男性（人） ■女性（人） ■男性（人） ■女性（人）

総合平均／合計 3.6 

3.7 

1.9 

0.7 

6.5 

0.4 

0.3 

9.1 

2.1 

3.5 

3.9 

12.2 

1.5 

1.0 

2.3 

0.3 

5.3 

0.3 

9.5 

1.2 

1.0 

1.9 

2.6 

769 

126 

66 

23 

221 

14 

10 

309 

288 

94 

94 

293 

74 

4 

9 

1 

21 

1 

38 

37 

5 

19 

13 

女性の課長相当職の人数をみると、業種別では「卸・小売・飲食業」で5.3人、「その他（サービス

業）」で9.5人などが多い。

規模別では、「100人以上」の事業所で2.6人だが、いずれの規模の事業所でも3人未満と少ない状

況である。
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[8  女性の活用状況]

男女別部長相当職の人数

総合平均で男性2.2人、女性1.1人。

【平均人数】 【実人数】

【業種別】

【規模別】

※数値は全回答（数値回答）の合計値および平均値

50～99人

100人以上

その他

30人未満

30～49人

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

建設業

製造業

運輸・通信業

■男性（人） ■女性（人） ■男性（人） ■女性（人）

総合平均／合計 2.2 

1.9 

0.7 

0.4 

3.4 

0.4 

0.1 

3.0 

1.6 

2.0 

3.2 

6.4 

1.1 

1.0 

0.2 

0.4 

1.2 

0.2 

2.2 

1.1 

1.0 

1.5 

448 

86 

33 

18 

151 

20 

3 

137 

229 

50 

60 

109 

26 

5 

1 

2 

6 

1 

11 

21 

2 

3 

女性の部長相当職の人数をみると、業種、規模を問わずいずれも、1～2人と少ないのが現状である。
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